
議案第４３号 

 

大口町税条例等の一部改正について 

 

大口町税条例等の一部を改正する条例を別紙のように定めるものとする。 

 

  令和３年６月２日提出 

 

大 口 町 長  鈴 木 雅 博 

 

（提案理由） 

この案を提出するのは、地方税法が改正されたことに伴い、関係条例の一部を改

正するため必要があるからである。 
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大口町税条例等の一部を改正する条例 

 

（大口町税条例の一部改正） 

第１条 大口町税条例（昭和３８年大口町条例第１５号）の一部を次のように改正

する。 

第２６条第２項中「及び扶養親族」の次に「（年齢１６歳未満の者及び控除対

象扶養親族に限る。以下この項において同じ）」を加える。 

第３５条の３の３第１項中「控除対象扶養親族を除く」を「年齢１６歳未満の

者に限る」に改める。 

附則第５条第１項中「及び扶養親族」の次に「（年齢１６歳未満の者及び控除

対象扶養親族に限る。以下この項において同じ。）」を加える。 

附則第６条中「令和４年度」を「令和９年度」に改める。 

附則第１０条の２第１４項を第１５項とし、同条第１３項の次に次の１項を加

える。 

１４ 法附則第１５条第４６項に規定する市町村の条例で定める割合は３分の１

とする。 

（大口町税条例等の一部を改正する条例の一部改正） 

第２条 大口町税条例等の一部を改正する条例（令和２年大口町条例第１４号）の

一部を次のように改正する。 

第２条のうち、大口町税条例第４６条第１０項の改正規定中「第３２１条の８

第５２項」を「第３２１条の８第６０項」に、「同条第５２項」を「同条第６０

項」に改め、同条第１６項の改正規定中「第３２１条の８第６１項」を「第３２

１条の８第６９項」に改める。 

第２条のうち、大口町税条例第４８条第４項の改正規定中「「又は第３１項」

に」の次に「、「第４８条の１５の５第４項」を「第４８条の１５の４第４項」

に」を加える。 

第２条のうち、大口町税条例第５０条の改正規定中「第５０条第４項」を「第

５０条第３項中「第４８条の１５の５第４項」を「第４８条の１５の４第４項」
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に改め、同条第４項」に改める。 

第２条のうち、大口町税条例附則第３条の２第２項の改正規定の次に次のよう

に加える。 

附則第４条第１項中「及び第４項」及び「又は法人税法第８１条の２４第１

項の規定により延長された法第３２１条の８第４項に規定する申告書の提出期

限」を削り、同条第２項中「又は法第３２１条の８第４項に規定する連結法人

税額の課税標準の算定期間」を削る。 

附 則 

（施行期日） 

第１条 この条例は、公布の日から施行する。ただし、次の各号に掲げる規定は、

当該各号に定める日から施行する。 

(1) 第１条中大口町税条例附則第６条の改正規定 令和４年１月１日 

(2) 第 1 条中大口町税条例第２６条第２項及び第３５条の３の３第１項の改正規

定並びに同条例附則第５条第１項の改正規定並びに次条の規定 令和６年１月

１日 

（町民税に関する経過措置） 

第２条 第１条の規定による改正後の大口町税条例の規定中個人の町民税に関する

部分は、令和６年度以後の年度分の個人の町民税について適用し、令和５年度分

までの個人の町民税については、なお従前の例による。 
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大口町税条例の一部改正新旧対照表（第１条関係） 

新 旧 

（個人の町民税の非課税の範囲） （個人の町民税の非課税の範囲） 

第２６条 略 第２６条 略 

２ 法の施行地に住所を有する者で均等割のみ

を課すべきもののうち、前年の合計所得金額

が２８万円にその者の同一生計配偶者及び扶

養親族（年齢１６歳未満の者及び控除対象扶

養親族に限る。以下この項において同じ）の

数に１を加えた数を乗じて得た金額に１０万

円を加算した金額（その者が同一生計配偶者

又は扶養親族を有する場合には、当該金額に

１６万８，０００円を加算した金額）以下で

ある者に対しては、均等割を課さない。 

２ 法の施行地に住所を有する者で均等割のみ

を課すべきもののうち、前年の合計所得金額

が２８万円にその者の同一生計配偶者及び扶

養親族の数に１を加えた数を乗じて得た金額

に１０万円を加算した金額（その者が同一生

計配偶者又は扶養親族を有する場合には、当

該金額に１６万８，０００円を加算した金

額）以下である者に対しては、均等割を課さ

ない。 

（個人の町民税に係る公的年金等受給者の扶

養親族申告書） 

（個人の町民税に係る公的年金等受給者の扶

養親族申告書） 

第３５条の３の３ 所得税法第２０３条の６第

１項の規定により同項に規定する申告書を提

出しなければならない者又は法の施行地にお

いて同項に規定する公的年金等（所得税法第

２０３条の７の規定の適用を受けるものを除

く。以下この項において「公的年金等」とい

う。）の支払を受ける者であって、扶養親族

（年齢１６歳未満の者に限る。）を有する者

（以下この条において「公的年金等受給者」

という。）で町内に住所を有するものは、当

該申告書の提出の際に経由すべき所得税法第

２０３条の６第１項に規定する公的年金等の

支払者（以下この条において「公的年金等支

払者」という。）から毎年最初に公的年金等

の支払を受ける日の前日までに、施行規則で

定めるところにより、次に掲げる事項を記載

した申告書を、当該公的年金等支払者を経由

して、町長に提出しなければならない。 

第３５条の３の３ 所得税法第２０３条の６第

１項の規定により同項に規定する申告書を提

出しなければならない者又は法の施行地にお

いて同項に規定する公的年金等（所得税法第

２０３条の７の規定の適用を受けるものを除

く。以下この項において「公的年金等」とい

う。）の支払を受ける者であって、扶養親族

（控除対象扶養親族を除く。）を有する者

（以下この条において「公的年金等受給者」

という。）で町内に住所を有するものは、当

該申告書の提出の際に経由すべき所得税法第

２０３条の６第１項に規定する公的年金等の

支払者（以下この条において「公的年金等支

払者」という。）から毎年最初に公的年金等

の支払を受ける日の前日までに、施行規則で

定めるところにより、次に掲げる事項を記載

した申告書を、当該公的年金等支払者を経由

して、町長に提出しなければならない。 

(1)～(3) 略 (1)～(3) 略 

２～５ 略 ２～５ 略 

附 則 附 則 
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新 旧 

（個人の町民税の所得割の非課税の範囲等） （個人の町民税の所得割の非課税の範囲等） 

第５条 当分の間、町民税の所得割を課すべき

者のうち、その者の前年の所得について第３

２条の規定により算定した総所得金額、退職

所得金額及び山林所得金額の合計額が、３５

万円にその者の同一生計配偶者及び扶養親族

（年齢１６歳未満の者及び控除対象扶養親族

に限る。以下この項において同じ。）の数に

１を加えた数を乗じて得た金額に１０万円を

加算した金額（その者が同一生計配偶者又は

扶養親族を有する場合には、当該金額に３２

万円を加算した金額）以下である者に対して

は、第２５条第１項の規定にかかわらず、町

民税の所得割（分離課税に係る所得割を除

く。）を課さない。 

第５条 当分の間、町民税の所得割を課すべき

者のうち、その者の前年の所得について第３

２条の規定により算定した総所得金額、退職

所得金額及び山林所得金額の合計額が、３５

万円にその者の同一生計配偶者及び扶養親族

の数に１を加えた数を乗じて得た金額に１０

万円を加算した金額（その者が同一生計配偶

者又は扶養親族を有する場合には、当該金額

に３２万円を加算した金額）以下である者に

対しては、第２５条第１項の規定にかかわら

ず、町民税の所得割（分離課税に係る所得割

を除く。）を課さない。 

２・３ 略 ２・３ 略 

（特定一般用医薬品等購入費を支払った場合

の医療費控除の特例） 

（特定一般用医薬品等購入費を支払った場合

の医療費控除の特例） 

第６条 平成３０年度から令和９年度までの各

年度分の個人の町民税に限り、法附則第４条

の４第３項の規定に該当する場合における第

３３条の２の規定による控除については、そ

の者の選択により、同条中「同条第１項」と

あるのは「同条第１項（第２号を除く。）」

と、「まで」とあるのは「まで並びに法附則

第４条の４第３項の規定により読み替えて適

用される法第３１４条の２第１項（第２号に

係る部分に限る。）」として、同条の規定を

適用することができる。 

第６条 平成３０年度から令和４年度までの各

年度分の個人の町民税に限り、法附則第４条

の４第３項の規定に該当する場合における第

３３条の２の規定による控除については、そ

の者の選択により、同条中「同条第１項」と

あるのは「同条第１項（第２号を除く。）」

と、「まで」とあるのは「まで並びに法附則

第４条の４第３項の規定により読み替えて適

用される法第３１４条の２第１項（第２号に

係る部分に限る。）」として、同条の規定を

適用することができる。 

（法附則第１５条第２項第１号等の条例で定

める割合） 

（法附則第１５条第２項第１号等の条例で定

める割合） 

第１０条の２ 略 第１０条の２ 略 

２～１３ 略 ２～１３ 略 

１４ 法附則第１５条第４６項に規定する市町

村の条例で定める割合は３分の１とする。 

 

１５ 略 １４ 略 
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大口町税条例の一部を改正する条例の一部改正新旧対照表（第２条関係） 

新 旧 

第２条 大口町税条例の一部を次のように改正

する。 

第２条 大口町税条例の一部を次のように改正

する。 

第４６条第１項中「第４項、第１９項、第

２２項及び第２３項」を「第３１項、第３４

項及び第３５項」に、「第１０項、第１１項

及び第１３項」を「第９項、第１０項及び第

１２項」に、「第４項、第１９項及び第２３

項」を「第３１項及び第３５項」に、「同条

第２２項」を「同条第３４項」に、「第３

項」を「第２項後段」に改め、同条第２項中

「第６６条の７第５項及び第１１項又は第６

８条の９１第４項及び第１０項」を「第６６

条の７第４項及び第１０項」に、「第３２１

条の８第２４項」を「第３２１条の８第３６

項」に改め、同条第３項中「第６６条の９の

３第４項及び第１０項又は第６８条の９３の

３第４項及び第１０項」を「第６６条の９の

３第３項及び第９項」に、「第３２１条の８

第２５項」を「第３２１条の８第３７項」に

改め、同条第４項中「第３２１条の８第２６

項」を「第３２１条の８第３８項」に改め、

同条第５項中「第３２１条の８第２２項」を

「第３２１条の８第３４項」に、「同条第２

１項」を「同条第３３項」に、「、第４項又

は第１９項」を「又は第３１項」に、「同条

第２３項」を「同条第３５項」に改め、同条

第６項中「、第４項又は第１９項」を「又は

第３１項」に、「同条第２２項」を「同条第

３４項」に、「第３２１条の８第２３項」を

「第３２１条の８第３５項」に改め、同条第

７項中「第３２１条の８第２２項」を「第３

２１条の８第３４項」に、「、第４項又は第

１９項」を「又は第３１項」に改め、同項第

２号中「第３２１条の８第２３項」を「第３

２１条の８第３５項」に改め、同条第９項を

削り、同条第１０項中「第３２１条の８第４

第４６条第１項中「第４項、第１９項、第

２２項及び第２３項」を「第３１項、第３４

項及び第３５項」に、「第１０項、第１１項

及び第１３項」を「第９項、第１０項及び第

１２項」に、「第４項、第１９項及び第２３

項」を「第３１項及び第３５項」に、「同条

第２２項」を「同条第３４項」に、「第３

項」を「第２項後段」に改め、同条第２項中

「第６６条の７第５項及び第１１項又は第６

８条の９１第４項及び第１０項」を「第６６

条の７第４項及び第１０項」に、「第３２１

条の８第２４項」を「第３２１条の８第３６

項」に改め、同条第３項中「第６６条の９の

３第４項及び第１０項又は第６８条の９３の

３第４項及び第１０項」を「第６６条の９の

３第３項及び第９項」に、「第３２１条の８

第２５項」を「第３２１条の８第３７項」に

改め、同条第４項中「第３２１条の８第２６

項」を「第３２１条の８第３８項」に改め、

同条第５項中「第３２１条の８第２２項」を

「第３２１条の８第３４項」に、「同条第２

１項」を「同条第３３項」に、「、第４項又

は第１９項」を「又は第３１項」に、「同条

第２３項」を「同条第３５項」に改め、同条

第６項中「、第４項又は第１９項」を「又は

第３１項」に、「同条第２２項」を「同条第

３４項」に、「第３２１条の８第２３項」を

「第３２１条の８第３５項」に改め、同条第

７項中「第３２１条の８第２２項」を「第３

２１条の８第３４項」に、「、第４項又は第

１９項」を「又は第３１項」に改め、同項第

２号中「第３２１条の８第２３項」を「第３

２１条の８第３５項」に改め、同条第９項を

削り、同条第１０項中「第３２１条の８第４
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新 旧 

２項」を「第３２１条の８第６０項」に、

「同条第４２項」を「同条第６０項」に、

「第１２項」を「第１１項」に改め、同項を

同条第９項とし、同条第１１項を同条第１０

項とし、同条第１２項中「第１０項」を「第

９項」に改め、同項を同条第１１項とし、同

条第１３項中「第１０項」を「第９項」に、

「第７５条の４第２項」を「第７５条の５第

２項」に改め、同項を同条第１２項とし、同

条第１４項を同条第１３項とし、同条第１５

項中「第１３項」を「第１２項」に、「第１

０項」を「第９項」に改め、同項を同条第１

４項とし、同条第１６項中「第１３項前段」

を「第１２項前段」に、「第３２１条の８第

５１項」を「第３２１条の８第６９項」に、

「第１０項」を「第９項」に改め、同項を同

条第１５項とし、同条第１７項中「第１３項

後段」を「第１２項後段」に、「第１５項」

を「第１４項」に、「第７５条の４第３項若

しくは第６項（同法第８１条の２４の３第２

項において準用する場合を含む。）」を「第

７５条の５第３項若しくは第６項」に、「第

１０項」を「第９項」に改め、同項を同条第

１６項とする。 

２項」を「第３２１条の８第５２項」に、

「同条第４２項」を「同条第５２項」に、

「第１２項」を「第１１項」に改め、同項を

同条第９項とし、同条第１１項を同条第１０

項とし、同条第１２項中「第１０項」を「第

９項」に改め、同項を同条第１１項とし、同

条第１３項中「第１０項」を「第９項」に、

「第７５条の４第２項」を「第７５条の５第

２項」に改め、同項を同条第１２項とし、同

条第１４項を同条第１３項とし、同条第１５

項中「第１３項」を「第１２項」に、「第１

０項」を「第９項」に改め、同項を同条第１

４項とし、同条第１６項中「第１３項前段」

を「第１２項前段」に、「第３２１条の８第

５１項」を「第３２１条の８第６１項」に、

「第１０項」を「第９項」に改め、同項を同

条第１５項とし、同条第１７項中「第１３項

後段」を「第１２項後段」に、「第１５項」

を「第１４項」に、「第７５条の４第３項若

しくは第６項（同法第８１条の２４の３第２

項において準用する場合を含む。）」を「第

７５条の５第３項若しくは第６項」に、「第

１０項」を「第９項」に改め、同項を同条第

１６項とする。 

第４８条第２項中「、第４項又は第１９

項」を「又は第３１項」に、「同条第２３

項」を「同条第３５項」に、「、第２項又は

第４項」を「又は第２項」に改め、同条第３

項中「、第４項又は第１９項」を「又は第３

１項」に改め、「（同条第２項又は第４項に

規定する申告書を提出すべき法人が連結子法

人の場合には、当該連結子法人との間に連結

完全支配関係がある連結親法人（法人税法第

２条第１２号の６の７に規定する連結親法人

をいう。以下この項において同じ。）若しく

は連結完全支配関係があった連結親法人が法

人税に係る修正申告書を提出し、又は法人税

第４８条第２項中「、第４項又は第１９

項」を「又は第３１項」に、「同条第２３

項」を「同条第３５項」に、「、第２項又は

第４項」を「又は第２項」に改め、同条第３

項中「、第４項又は第１９項」を「又は第３

１項」に改め、「（同条第２項又は第４項に

規定する申告書を提出すべき法人が連結子法

人の場合には、当該連結子法人との間に連結

完全支配関係がある連結親法人（法人税法第

２条第１２号の６の７に規定する連結親法人

をいう。以下この項において同じ。）若しく

は連結完全支配関係があった連結親法人が法

人税に係る修正申告書を提出し、又は法人税
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新 旧 

に係る更正若しくは決定を受けたこと。次項

第２号において同じ。）」を削り、同条第４

項中「、第４項又は第１９項」を「又は第３

１項」に、「第４８条の１５の５第４項」を

「第４８条の１５の４第４項」に改める。 

に係る更正若しくは決定を受けたこと。次項

第２号において同じ。）」を削り、同条第４

項中「、第４項又は第１９項」を「又は第３

１項」に改める。 

第５０条第３項中「第４８条の１５の５第

４項」を「第４８条の１５の４第４項」に改

め、同条第４項から第６項までを削る。 

第５０条第４項から第６項までを削る。 

附則第３条の２第２項中「及び第４項」を

削る。 

附則第３条の２第２項中「及び第４項」を

削る。 

附則第４条第１項中「及び第４項」及び

「又は法人税法第８１条の２４第１項の規定

により延長された法第３２１条の８第４項に

規定する申告書の提出期限」を削り、同条第

２項中「又は法第３２１条の８第４項に規定

する連結法人税額の課税標準の算定期間」を

削る。 

 

  

 

 

- 8 -



改 正 要 旨 

 

１ 改正の目的 

地方税法の一部改正に伴い、個人住民税における特定一般用医薬品等購入にか

かる医療費控除の特例（以下、「セルフメディケーション税制」という。）の延

長、扶養親族の範囲の見直し及び固定資産税における雨水貯留浸透施設に係る特

例措置（以下「わがまち特例」という。）の導入等について所要の整備を図る必

要があるため改正するものです。 

 

２ 改正の概要 

(1) 住民税関係（第１条関係） 

〇セルフメディケーション税制の期間延長 

平成３０年度から令和４年度まで実施されるセルフメディケーション税制

について、限りある医療資源を有効活用するとともに、健康づくりを推進す

ることが重要であり、セルフメディケーション（自主服薬）に取り組む環境

を整備することが、医療費の適正化にも資するため、令和９年度まで延長を

行うこととします。 

 

〇扶養親族の範囲の見直し 

令和２年度の税制改正による、扶養控除における国外居住親族の取り扱い

の見直しに併せ、個人住民税均等割・所得割の非課税限度額の基準判定に用

いる扶養親族の範囲及び、公的年金受給者の内、扶養親族を有する者が提出

する扶養控除申告書における扶養親族の範囲を改正することとします。 

 

（参考）扶養控除における国外居住親族の取扱いの見直し（令和２年度税制改正） 

・３０歳以上７０歳未満の国外居住親族は、原則として扶養控除の対象外

とする。ただし、以下の者は対象とする 

①留学ビザのコピーを提出した者 
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②障害者控除を受けている者 

③送金関係書類において３８万円以上の送金を確認できる者 

※上記見直しは令和６年度分以降の個人住民税について適用する。 

     

 

 

 

  

 

 

 

(2) 固定資産税関係（第１条関係） 

〇わがまち特例の導入 

浸水被害対策のため、雨水貯留浸透施設整備計画に基づき整備される施設

について、令和６年３月３１日までに取得されたものに対して、わがまち特

例を導入し、償却資産の課税標準額となるべき価格の３分の１を課税標準と

することとします。 

 

(3) 大口町税条例等の一部を改正する条例の一部改正（第２条関係） 

〇地方税法改正による項ずれ等の所要の補正 

令和３年度地方税法改正による項ずれ及び条文の削除に伴い、所要の補正

を行うこととします。 

※条文の削除は法人課税の連結税制度の廃止に伴うものです。 

 

３ 施行期日 

公布の日から施行します。ただし、セルフメディケーション税制の期間延長に

ついては令和４年１月１日から、扶養親族の範囲の見直しについては、令和６年

１月１日から施行します。 

（扶養控除における見直しのイメージ） 

１６歳～ 

１６歳～２９歳、 

３０歳～６９歳（学生、障がい者、 

送金受領者） 

７０歳～ 
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